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・ 点検にあたって把握しておくべき事項 

・ 点検体制 

・ 点検項目と着眼点 

(ア) 防災体制、情報の収集・伝達 

(イ) 避難誘導 

(ウ) 施設整備 

(エ) 教育・訓練 

(オ) 自衛水防組織 

・ （参考）      ・・・・・・・・・・・・・・１４ 

・ 水防法上の義務等について 

・ 土砂災害防止法上の義務等について 

・ 「避難確保計画」に記載が求められる事項について 

 

○マニュアルの目的 

要配慮者利用施設1は、介護保険法等の事業法2や関連する通知等により、非常災害に関す

る具体的な計画（以下、「非常災害対策計画」とする）の作成が求められるとともに、水防

法又は土砂災害防止法に基づき市町村地域防災計画に記載された施設では、水害や土砂災害

に対応した避難に係る計画（以下、「避難確保計画」とする）の作成が義務づけられます。 

本点検マニュアルは、水防法又は土砂災害防止法に基づき地域防災計画に記載された各要

配慮者利用施設の作成する非常災害対策計画において、その記載内容が避難確保計画として

水防法又は土砂災害防止法上の規定を満たし、当該施設において要配慮者を確実に避難させ

られるよう、施設を所管する地方公共団体が、各要配慮者利用施設が計画を提出した際や、

その他定期監査時等においてその内容を確認する際の着眼点をまとめたものです。 

 なお、内閣府「避難勧告等に関するガイドライン」（平成 29 年 1 月）において、避難準

                                                             
1 水防法及び土砂災害防止法では、社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する

施設のこととしている。 
2 このほか、老人福祉法、障害者総合支援法、生活保護法、児童福祉法、母子保健法、売春防止法が該当す

る。 
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備・高齢者等避難開始が避難のための情報として新たに位置づけられたところであり、この

情報が適切に計画に反映されているか、既存の作成済みの避難計画も改めて点検が必要です。 

 

○マニュアルの使い方 

要配慮者利用施設の非常災害対策計画について、本マニュアル１ページ目に掲載したチェ

ックリストの項目が全て満たされているか（自衛水防組織については設置されている場合の

み）確認します。確認における着眼点を４ページからの「点検項目と着眼点」に記載してい

ますので、必要に応じ参照してください。 

なお、本マニュアルに示す点検項目を、各施設において作成済みのその他の避難計画（消

防計画など）に対して適用することにより、既存の計画を水防法又は土砂災害防止法上の避

難確保計画として認定することも可能です。 

 

○点検前に対応しておくべき事項 

 点検に先立って、各要配慮者利用施設が水防法又は土砂災害防止法に基づき地域防災計画

に記載されているか、地域防災計画に記載する必要があるか、また地域防災計画に記載され

た施設について非常災害対策計画に水防法又は土砂災害防止法に基づく記載があるかにつ

いて、下記に留意のうえ確認しておくことが重要です。 

【留意事項】 

・ 浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域にある要配慮者利用施設について、リストの作

成・管理 

・ リストアップされた施設が、地域防災計画に記載されているか確認し、必要に応じ当

該施設を地域防災計画に記載 

・ 地域防災計画に記載された施設の非常災害対策計画の水防法又は土砂災害防止法に

基づく記載の有無について確認し、未記載の場合は施設管理者にその旨を通知、作成

意思のない場合は施設名等の公表 

 

○点検にあたって把握しておくべき事項 

 要配慮者利用施設の作成した避難計画の点検にあたり、以下の情報について事前に確認し

ておくことが必要です。 

【留意事項】 

・ 要配慮者利用施設への洪水予報、土砂災害に関する情報等の配信方法（各市町村地域

防災計画に規定された配信方法を確認） 

・ 要配慮者利用施設に影響を与える河川名（国または都道府県が公表する洪水浸水想定

区域図を確認） 

・ 上記河川毎の要配慮者利用施設の所在地における想定浸水深（国または都道府県が公

表する洪水浸水想定区域図を確認） 
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【参考】点検の際の役割分担の考え方 

 非常災害対策計画の点検に際しては、民生主管部局等が施設の運営等に関する事項につい

て、防災担当部局が避難先等に関する事項について下記の例のように分担して点検する等に

より、効果的・効率的に進めてください。 

計画に記載される事項 民生主管部局等 防災担当部局 

（ア）防災体制、情報の収集・伝達 ○（施設内の体制） ○（防災情報） 

（イ）避難誘導 ○（利用者の誘導方法） ○（避難先、避難路） 

（ウ）施設整備 ○  

（エ）教育・訓練  ○ 

（オ）自衛水防組織 ○（組織） ○（業務内容） 

表：点検における役割分担の例 
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□ 少なくとも「洪水予報等の収集及び伝達」、「要配慮者の避難誘導」がそれぞれ

②自衛水防組織の業務として規定されているか 

□ 内部組織（○○班など）を編成する場合、内部組織のそれぞれの業務内容・活動

範囲が明確に区分され、③内部組織毎に必要な要員と統括する者が記載されて

いるか 

□ 自衛水防組織の構成員に対する④教育・訓練が（エ）の教育・訓練に準じて設定

されているか 

 

【補 足】 

① 統括管理者が記載されているか 

 計画への記載は必須ではないが、自衛水防組織を設置した場合、統括管理者

名の記載された資料を計画に添付することが望ましい 

 

（水防法第 15条の 3第 2項関係） 

要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画を作成し、又は自衛水防組織を置いた

ときは、遅滞なく、当該計画又は当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で

定める事項を市町村長に報告しなければならない。 

（水防法施行規則第 13条及び 17 条関係） 

自衛水防組織には、統括管理者を置かなければならない 

 統括管理者は、自衛水防組織を統括する 

（水防法施行規則第 15条及び 17 条関係） 

法第 15 条の 3第 2項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 統括管理者の氏名及び連絡先 

二 自衛水防組織の内部組織の編成及び要員の配置 

三 洪水予報等の伝達を受ける構成員の氏名及び連絡先 

 

② 「洪水予報等の収集・伝達」、「要配慮者の避難」が自衛水防組織の業務とし

て規定されているか 

 自衛水防組織の業務のリストとして、洪水予報等の収集及び伝達に関するこ

と、要配慮者の避難誘導に関することが記載されているか 

 

（水防法施行規則第 16条関係） 

避難確保計画の自衛水防組織においては、次の事項を定めなければならない 

イ 水防管理者その他関係者との連絡調整、利用者が避難する際の誘導その他の水災

の被害の軽減のために必要な業務として自衛水防組織が行う業務に係る活動要領

に関すること 

 

③ 内部組織毎に必要な要員と統括する者が記載されているか 

 例えば情報伝達班、避難誘導班を設置した場合、それぞれの班ごとに区分し
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て活動内容が記載されているか 

 計画への記載は必須ではないが、各班の班長及び班員名を記載した資料を計

画に添付することが望ましい 

 

（水防法施行規則第 13条及び 17 条関係） 

自衛水防組織にその業務を分掌する内部組織を編成する場合は、当該内部組織の業務の

内容及び活動の範囲を明確に区分し、当該内部組織にその業務の実施に必要な要員を配

置するとともに、当該内部組織を統括する者を置くものとする 

 

④ 教育・訓練が設定されているか 

 「（エ）教育・訓練」に記載のとおり 

 

 

 

 

  



 

14 
 

（参 考） 

○水防法上の義務等について 

 水防法により市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設では、以下の事項を行う

ことが規定されています。 

 

【市町村の事務】 

・ 洪水予報または水位到達情報（以下、「洪水予報等」とする）について、施設の所有者

または管理者（以下、「管理者等」とする）への伝達（水防法第 15 条第 2項） 

・ 施設に自衛水防組織が設置されている場合、洪水予報等の自衛水防組織の構成員への

伝達（水防法第 15 条第 2項） 

・ 避難確保計画が未作成の施設に対する、作成に係る指示（水防法第 15 条の 3第 3項） 

・ 避難確保計画の作成に係る指示を行った施設が正当な理由がなくその指示に従わな

い場合の公表（水防法第 15 条の 3第 4項） 

 

 

【要配慮者利用施設の事務】 

・ 避難確保計画の作成の義務及び作成した計画の市町村への報告義務（水防法第 15 条

の 3第 2項） 

・ 避難確保計画に基づく訓練の実施の義務（水防法第 15 条の 3第 1項） 

・ 自衛水防組織の設置の努力義務及び設置した場合の市町村への報告義務（水防法第15

条の 3第 2項） 

 

 

○土砂災害防止法上の義務等について 

 土砂災害防止法により市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設では、以下の事

項を行うことが規定されています。 

 

【市町村の事務】 

・ 土砂災害に関する情報、予報及び警報について、要配慮者利用施設への伝達（土砂災

害防止法第 8条第 2項） 

・ 避難確保計画が未作成の施設に対する、作成に係る指示（土砂災害防止法第 8条の 2

第 3項） 

・ 避難確保計画の作成に係る指示を受けた施設が正当な理由がなくその指示に従わな

い場合の公表（土砂災害防止法第 8条の 2第 4項） 
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【要配慮者利用施設の事務】 

・ 避難確保計画の作成の義務及び作成した計画の市町村への報告義務（土砂災害防止法

第 8条の 2第 2項） 

・ 避難確保計画に基づく訓練の実施の義務（土砂災害防止法第 8条の 2第 5項） 

 

 

○「避難確保計画」に記載が求められる事項について 

＜水防法＞ 

水害に関する避難確保計画は、水防法施行規則第 16 条により以下の事項を記載するこ

とが求められます。 

(ア) 要配慮者利用施設における洪水時等の防災体制に関する事項 

(イ) 要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の避難の誘導に関する事項 

(ウ) 要配慮者利用施設における洪水時等の避難の確保を図るための施設の整備に関する

事項 

(エ) 要配慮者利用施設における洪水時等を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事

項 

(オ) 自衛水防組織を置く場合にあっては、当該自衛水防組織の業務に関する次に掲げる

事項 

（１） 水防管理者その他関係者との連絡調整、利用者が避難する際の誘導その他の

水災の被害の軽減のために必要な業務として自衛水防組織が行う業務に係る活動

要領に関すること 

（２） 自衛水防組織の構成員に対する教育及び訓練に関すること 

（３） その他自衛水防組織の業務に関し必要な事項 

(カ) 前各号に掲げるもののほか、要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速

な避難の確保を図るために必要な措置に関する事項 

  

＜土砂災害防止法＞ 

土砂災害に関する避難確保計画は、土砂災害防止法施行規則第 5条の 2により以下の事項

を記載することが求められます。 

(ア) 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

防災体制に関する事項 

(イ) 急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における要配慮者利用施設を利用し

ている者の避難の誘導に関する事項 

(ウ) 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における

避難の確保を図るための施設の整備に関する事項 

(エ) 要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合を想定し

た防災教育及び訓練の実施に関する事項 

(オ) 前各号に掲げるもののほか、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合におけ
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る要配慮者利用施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必

要な措置に関する事項 

 

なお、避難確保計画に記載する内容は、「要配慮者利用施設に係る避難確保計画作成の手

引き」9において整理してありますので、本マニュアルとあわせ、適宜参照をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                             
9 「要配慮者利用施設（医療施設等を除く）に係る避難確保計画作成の手引き（洪水・内水・高潮編）」 

「医療施設等（病院、診療所、助産所、介護老人保健施設等）に係る避難確保計画作成の手引き（洪水・内

水・高潮編）」 

「要配慮者利用施設管理者のための土砂災害に関する避難確保計画作成の手引き」 


